
施策構成事務事業評価一覧表
2201 健全な財政運営の推進

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 正規職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない 拡充 - - - -
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない 維持 - - - -
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト） 縮小 - - - -

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない 廃止 - - - -
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある 廃止 縮小 維持 拡充

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及びガイド Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

ラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード1,000万円以上、ソフト100万円以上（事業類型1～9以外）

妥当性 有効性 効率性 H30 H29 H30 H30

H28 H29 H30 H28 H29

ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

拡充 - ○ - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - ○ - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - ○ -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - ○ - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - - ○
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 ○ - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - ○ - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - - -
縮小 - ○ - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充

27 25 縮小 －
余地なし 事業推進

8,899 縮小

余地なし 事業推進

129,242 縮小

8
財産（普通財産）維持
管理事業

未利用公有地（普通財産）の維持管理と処
分の実施

5

無

未利用公有地の
管理数

件 27 34

a A

10,773 5,021 4,423 8,622

収納課

用地管財課

628,928 628,928 維持 －
余地なし 事業推進

1,091 廃止

7
市税等収納整理・強化
事業

　自主納付の推進と滞納整理の強化を図
り、税の公平性を確保する。

2

無

市税収納率（現
年・過年度）

％ 96.30 96.93

a A

17,258 19,956 18,940 138,961 97.00 97.15 拡充 －

余地なし 事業推進

2,605 拡充

6 その他諸税賦課事業
たばこ税、鉱産税、入湯税を税対象者に対
し適正に課税する。

2

無

収入額 千円 638,592 636,850

a A

0 0 0 1,091

税務課

税務課

3,920,093 3,920,093 維持 －
余地なし 事業推進

41,688 縮小

5
市民税（法人）賦課事
業

申告義務のある法人等の申告に基づき、法
人市民税を課税する。

2

無

収入額 千円 507,089 572,264

a A

299 345 354 2,272 550,989 550,989 維持 －

貢献度高 余地なし 事業推進

16,078 維持

4
市民税（個人）賦課事
業

市民税を納付する義務のある個人に適正に
課税する。

2

無

収入額 千円 3,812,988 3,941,544

a A

17,286 20,073 19,667 40,779

税務課

税務課

289,972 289,972 維持 －
余地なし 事業推進

8,313 縮小

3
市民税（個人）賦課事
業（申告支援システ
ム）

市民税の申告相談等に訪れた市民に対し、
システムを活用し申告書作成等の支援やア
ドバイスを行う。
国税連携システムとeL-TAXシステムからの
確定申告書データを取り込み、データの一
元化を行う。

a a
11

有

申告書処理件数/
日

件 580 679

a A

5,033 3,629 3,629 17,652 679 679 維持 －
妥当

2 軽自動車税賦課事業
　軽自動車税申告書の届出に基づき課税を
行い、納税通知書を納税義務者に発送し、
納税してもらう。

収入額

2

無

千円 276,312 269,145

a A

5,115 8,157 5,262 8,222税務課

－

判定
成果

2

無

調定額 千円 4,952,513 5,267,28282,815 縮小19,102 80,931

a A

重点
等

主な指標

事業
類型 単位

25,60558,580

H28

目標 目標

成
果
の
方
向

性

コストの方向性

NO 事業名 担当課
目標 実績

事業費 人件費

事業内容

施策名

5,231,186 5,330,627 拡充

総合評価 判定
コスト

余地なし 事業推進

1
固定資産税・都市計画
税賦課事業

法務局からの通知等に伴う、異動修正等。
標準宅地鑑定による地価動向の把握。現況
調査・償却資産申告内容の精査により課税
客体を把握、評価し、賦課期日における納
税義務者に対し固定資産税・都市計画税を
賦課。3年毎の評価替えの実施。

税務課

事業の
方向性

現
状
維
持

現
状
維
持

現
状
維
持

現
状
維
持

現
状
維
持

現
状
維
持

現
状
維
持

現
状
維
持

新
規
・
拡
充
・
重
点

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
不
要
】

ＹＥＳ

ＮＯ



2201 健全な財政運営の推進

【事業類型】 【事業概要シート作成有無】 妥当性（市の関与）
1 正規職員人件費のみの事業 ａ…市が実施することが妥当である
2 国の法令に基づいて実施する事務（生活保護、賦課徴収事務、年金事務、戸籍・住基台帳事務、 ｂ…見直す余地がある

選挙事務、広域組合の負担金などの市の裁量が及ばない事務） ｃ…市が実施する緊急性が認められない
3 負担金のみの事業（イベント等の実行委員会への負担金を除く） 有効性（施策貢献度）
4 組織や職員を管理するための内部事務管理事務（財務事務、人事管理事務、企画事務、議会 ａ…施策への貢献度が高い

事務など） ｂ…施策への貢献度が著しく高いとはいえない 拡充 - - - -
5 施設の維持管理費のみの事業（高熱水費や法定の保守点検委託料など。施設の修繕料） ｃ…成果の向上が見込まれない 維持 - - - -
6 施設を維持管理するための運営業務（施設やそれに付随する車両等の運転業務委託、公園などの 効率性（コスト） 縮小 - - - -

管理業務、清掃委託） ａ…コストを見直す余地がない 廃止 - - - -
7 課内事務を行う上で必要となる事務的経費のみで構成される事業（条例委員の報酬、旅費、需要 ｂ…検討する余地がある 廃止 縮小 維持 拡充

費、役務費のみで構成） 総合評価
8 団体等への負担金及び補助金が予算の大半を占めるもの・・・補助金は、補助金要綱及びガイド Ａ…計画通りに事業を進めることが適当

ラインにおいて精査されている。 Ｂ…事業の進め方の改善検討
9 ハード事業で、中長期の年度計画（事業費含む）を策定し認められた事業 Ｃ…事業規模・内容又は実施主体の見直しの検討
10 ハード1,000万円未満、ソフト事業100万未満（事業類型1～9以外） Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

11 ハード1,000万円以上、ソフト100万円以上（事業類型1～9以外）

妥当性 有効性 効率性 H30 H29 H30 H30

H28 H29 H30 H28 H29

ｼｰﾄ 決算 予算 見込 決算 予算

判定
成果

重点
等

主な指標

事業
類型 単位

H28

目標 目標

成
果
の
方
向

性

コストの方向性

NO 事業名 担当課
目標 実績

事業費 人件費

事業内容

施策名

総合評価 判定
コスト

事業の
方向性

新
規
・
拡
充
・
重
点

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
必
要
】

事
業
概
要
シ
ー
ト
作
成

【
不
要
】

ＹＥＳ

ＮＯ

拡充 - - - ○
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - ○ - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充
拡充 - - - -
維持 - - - -
縮小 - - - -
廃止 - - - -

廃止 縮小 維持 拡充

39.51 拡充 －
妥当 貢献度高 余地なし 事業推進

縮小
口座振替率（振
替額÷調定額）

％

貢献度高 余地なし 事業推進

688,660 拡充

10
口座振替受付サービス
事業

a a a
11

有

39.31 39.41

A

0 4,696 1,256 0 2,545

経営管理課

収納課

納期内納付の推進及び収納率の向上を図る
ことを目的として、マルチペイメントネッ
トワークを利用した「口座振替受付サービ
ス」を開始する。

9 競艇事業
モーターボート競走の施行を通じて、継続
的に収益を確保し、一般会計への繰出を行
う。

a a
11

無

1日平均売上（自
場開催分売上）

千円 224,278 237,739

a A

69,484,776 81,612,659 82,523,213 684,334 266,716 281,250 拡充 －
妥当

拡
充

現
状
維
持


